
【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 6,057,713   固定負債 611,926

    有形固定資産 6,057,703     地方債 452,730

      事業用資産 4,142,728       地方債（臨時財政対策債を除く） 452,730

        土地 1,678,231       臨時財政対策債 -

        立木竹 -     長期未払金 -

        建物 7,671,915     退職手当引当金 159,196

        建物減価償却累計額 -5,211,394     損失補償等引当金 -

        工作物 4,446     その他 -

        工作物減価償却累計額 -470   流動負債 304,514

        船舶 -     １年内償還予定地方債 279,142

        船舶減価償却累計額 -       １年内償還予定地方債（臨時財政対策債を除く） 279,142

        浮標等 -       １年内償還予定臨時財政対策債 -

        浮標等減価償却累計額 -     未払金 -

        航空機 -     未払費用 -

        航空機減価償却累計額 -     前受金 -

        その他 -     前受収益 -

        その他減価償却累計額 -     賞与等引当金 19,573

        建設仮勘定 -     預り金 5,799

      インフラ資産 224,469     その他 -

        土地 224,469 負債合計 916,440

        建物 - 【純資産の部】

        建物減価償却累計額 -   固定資産等形成分 7,456,672

        工作物 -   余剰分（不足分） -836,399

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      所有外管理資産 -

      所有外管理資産減価償却累計額 -

      物品 6,013,766

      物品減価償却累計額 -4,323,260

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 10

      投資及び出資金 10

        有価証券 10

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 -

        減債基金 -

        その他 -

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 1,479,000

    現金預金 80,041

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 1,398,959

      財政調整基金 1,398,959

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 6,620,272

資産合計 7,536,713 負債及び純資産合計 7,536,713

貸借対照表
（令和8年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 2,765,057

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 2,765,057

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 593,120

    使用料及び手数料 367,654

    その他 225,466

      社会保障給付 1,695

      他会計への繰出金 -

      その他 16,915

        その他 8,346

    移転費用 36,721

      補助金等 18,111

      その他の業務費用 9,364

        支払利息 1,018

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 243,985

        減価償却費 916,554

        その他 385

        その他 1,478

      物件費等 3,100,032

        物件費 1,939,108

        職員給与費 207,087

        賞与等引当金繰入額 18,599

        退職手当引当金繰入額 -15,104

  経常費用 3,358,177

    業務費用 3,321,456

      人件費 212,060

行政コスト計算書
自　令和7年4月1日
至　令和8年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 7,128,719 8,253,118 -1,124,400

  純行政コスト（△） -2,765,057 -2,765,057

  財源 2,256,611 2,256,611

    税収等 2,256,611 2,256,611

    国県等補助金 - -

  本年度差額 -508,446 -508,446

  固定資産等の変動（内部変動） -796,446 796,446

    有形固定資産等の増加 79,058 -79,058

    有形固定資産等の減少 -916,554 916,554

    貸付金・基金等の増加 46,618 -46,618

    貸付金・基金等の減少 -5,568 5,568

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -508,446 -796,446 288,000

本年度末純資産残高 6,620,272 7,456,672 -836,399

純資産変動計算書
自　令和7年4月1日
至　令和8年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 5,757

本年度歳計外現金増減額 41

本年度末歳計外現金残高 5,799

本年度末現金預金残高 80,041

    その他の収入 -

財務活動収支 -279,142

本年度資金収支額 -5,181

前年度末資金残高 79,423

本年度末資金残高 74,242

  財務活動支出 279,142

    地方債償還支出 279,142

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債発行収入 -

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -120,107

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 5,568

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 5,568

【投資活動収支】

  投資活動支出 125,675

    公共施設等整備費支出 79,058

    基金積立金支出 46,618

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 394,068

  業務収入 2,849,731

    税収等収入 2,256,611

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 367,654

    その他の収入 225,466

    移転費用支出 36,721

      補助金等支出 18,111

      社会保障給付支出 1,695

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 16,915

    業務費用支出 2,418,942

      人件費支出 226,099

      物件費等支出 2,191,825

      支払利息支出 1,018

      その他の支出 -

資金収支計算書
自　令和7年4月1日
至　令和8年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,455,663



2026/10/28

１　重要な会計方針

　(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　　　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。

　　　また、開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

　(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法

　　ア　満期保有目的有価証券

　　　　なし

　　イ　満期保有目的以外の有価証券

　　　　なし

　　ウ　出資金

　　　(ｱ) 市場価格があるもの

　　　　　なし

　　　(ｲ) 市場価格がないもの

　　　　　出資金額をもって貸借対照表価額としております。

　　　　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。

　　　　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。

　(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　なし

　(4) 有形固定資産等の減価償却の方法

　　ア　有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　　　　定額法を採用しております。

　　イ　無形固定資産

　　　　定額法を採用しております。

　　ウ　リース資産

　　　　なし

　(5) 引当金の計上基準及び算定方法

　　ア　投資損失引当金

　　　　なし

　　イ　徴収不能引当金

　　　　なし

　　ウ　退職手当引当金

　　　　期末自己都合要支給額を計上しております。

　　エ　損失補償引当金

　　　　なし 

　　オ　賞与引当金

　　　　翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

　(6) リース取引の処理方法

　　ア　ファイナンス・リース取引

　　　　なし

　　イ　オペレーティング・リース取引

　　　　なし　　　

　(7) 資金収支計算書における資金の範囲

　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　　　なお、現金同等物には、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

　(8) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　ア　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　税込方式によっております。

　　イ　物品及びソフトウェアの計上基準

　　　　取得価格又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。

　　ウ　資本的支出と修繕費の区分基準

　　　　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価格等のおおむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。

２　重要な会計方針の変更等

　(1) 会計方針の変更

　　　なし

　(2) 表示方法の変更

　　　なし

　(3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更

　　　なし

３　重要な後発事象

　(1) 主要な業務の改廃

　　　なし

　(2) 組織・機構の大幅な変更

　　　なし

　(3) 地方財政制度の大幅な改正

　　　なし

　(4) 重大な災害等の発生

　　　なし

４　偶発債務

　(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況

　　　なし

　(2) 係争中の訴訟等

　　　なし

５　追加情報

　(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

　　ア　財務書類の対象範囲

　　　　一般会計

　　イ　出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

　　ウ　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

　　エ　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額

　　　　なし

　　オ　繰越事業に係る将来の支出予定額

　　　　なし

　　カ　過年度修正等に関する事項

　　　　なし

　(2) 貸借対照表に係る事項

　　ア　売却可能資産の範囲及び内訳

　　　　なし

　　イ　減債基金に係る積立不足額

　　　　なし

　　ウ　基金借入金

　　　　なし

　　エ　地方自治法第234条第の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

　　　　なし

　(3) 行政コスト計算書に係る事項

　　　なし

　(4) 純資産変動計算書に係る事項

　　ア　固定資産等形成分

注　記
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　　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

　　イ　余剰分（不足分）

　　　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

　(5) 資金収支計算書に係る事項

　　ア　基礎的財政収支

　　　　316,028千円

　　イ　一時借入金

　　　　なし

　　ウ　重要な非資金取引

　　　　なし
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